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１ １ 月
日 曜日 本 会 議 委 員 会 等 議 員 会 等

2 月
日本共産党市議団議員会
維新の党・ 無所属市議団議員会

9 月 経済総務委員会（ 実地視察） 公明党市議団議員会

10 火 く らし環境委員会

11 水 教育福祉委員会

12 木
まちづく り委員会 日本共産党市議団議員会

維新の党・ 無所属市議団議員会

13 金 交通水道消防委員会（ 実地視察）

16 月 日本共産党市議団議員会

19 木
公明党市議団議員会
京都党市議団議員会

20 金

市会運営委員会 自民党市議団議員会
日本共産党市議団議員会
公明党市議団議員会
民主・ 都みらい市議団議員会

24 火
日本共産党市議団議員会
維新の党・ 無所属市議団議員会

25 水
公明党市議団議員会
京都維新の会・ 無所属市議団議員会

26 木

市会運営委員会 自民党市議団議員会
日本共産党市議団議員会
民主・ 都みらい市議団議員会
京都維新の会・ 無所属市議団議員会

27 金 本会議

市会改革推進委員会 自民党市議団議員会
日本共産党市議団議員会
公明党市議団議員会
民主・ 都みらい市議団議員会
京都維新の会・ 無所属市議団議員会

30 月 市会運営委員会

■ 市会の動き
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１ ２ 月
日 曜日 本 会 議 委 員 会 等 議 員 会 等

1 火 本会議

予算特別委員会
予算特別委員会第1小委員会・ 第2
小委員会合同小委員会

自民党市議団議員会
日本共産党市議団議員会
公明党市議団議員会
民主・ 都みらい市議団議員会
京都党市議団議員会
京都維新の会・ 無所属市議団議員会

2 水 本会議

自民党市議団議員会
日本共産党市議団議員会
公明党市議団議員会
民主・ 都みらい市議団議員会

3 木
予算特別委員会第1小委員会
予算特別委員会第2小委員会

日本共産党市議団議員会

4 金
経済総務委員会
く らし環境委員会
教育福祉委員会

7 月
まちづく り委員会
交通水道消防委員会
市会運営委員会理事会

8 火

自民党市議団議員会
日本共産党市議団議員会
公明党市議団議員会
民主・ 都みらい市議団議員会
京都維新の会・ 無所属市議団議員会

9 水

自民党市議団議員会
日本共産党市議団議員会
公明党市議団議員会
民主・ 都みらい市議団議員会
京都維新の会・ 無所属市議団議員会

10 木

経済総務委員会
く らし環境委員会
教育福祉委員会
まちづく り委員会
予算特別委員会
市会運営委員会

自民党市議団議員会
日本共産党市議団議員会
公明党市議団議員会
民主・ 都みらい市議団議員会
京都党市議団議員会
京都維新の会・ 無所属市議団議員会

11 金 本会議

市会改革推進委員会 自民党市議団議員会
日本共産党市議団議員会
公明党市議団議員会
民主・ 都みらい市議団議員会
京都党市議団議員会
京都維新の会・ 無所属市議団議員会

15 火 日本共産党市議団議員会

17 木
日本共産党市議団議員会
京都維新の会・ 無所属市議団議員会

18 金 公明党市議団議員会

21 月
経済総務委員会
まちづく り委員会

22 火 く らし環境委員会

24 木 教育福祉委員会

25 金
交通水道消防委員会 日本共産党市議団議員会

京都維新の会・ 無所属市議団議員会
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１ 月
日 曜日 本 会 議 委 員 会 等 議 員 会 等

4 月 日本共産党市議団議員会

5 火
公明党市議団議員会
京都維新の会・ 無所属市議団議員会

6 水 教育福祉委員会

7 木 日本共産党市議団議員会

8 金 交通水道消防委員会

12 火 民主・ 都みらい市議団議員会

13 水 京都党市議団議員会

14 木 日本共産党市議団議員会

15 金 市会改革推進委員会

18 月 経済総務委員会 京都維新の会・ 無所属市議団議員会

19 火 く らし環境委員会

20 水 教育福祉委員会（ 実地視察）

21 木 まちづく り委員会

22 金 交通水道消防委員会
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■ 市会本会議

定例会（ １ １月市会）

会議の日時 11月27日（ 金）   開議 午前10時01分  延会 午前10時14分

開議宣告

会議録署名者の指名

諸般の報告

日程第1～35 （ 議第218号 27年度一般会計補正予算 ほか34件）

市長，副市長提案説明

延会宣告

定例会（ １ １月市会）

会議の日時 12月1日（ 火）   開議 午前10時02分  散会 午前10時04分

開議宣告

会議録署名者の指名

日程第1  （ 議第218号 27年度一般会計補正予算）

予算特別委員会設置，付託の動議 しまもと 京司 議員

日程第2～35 （ 議第219号 執行機関の附属機関の設置等に関する条例の一部改正

ほか33件）

常任委員会付託（ 別記1）

散会宣告

定例会（ １ １月市会）

会議の日時 12月2日（ 水）   開議 午前10時01分  散会 午後4時43分

開議宣告

会議録署名者の指名

諸般の報告

⑴一般質問 市政一般について 山 本 恵 一 議員

⑵ 市政一般について 下 村 あきら 議員

⑶ 市政一般について 田 中たかのり 議員

⑷ 市政一般について 西 野 さち子 議員
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⑸ 市政一般について 平 井 良 人 議員

⑹ 市政一般について 曽 我   修 議員

⑺ 市政一般について 国 本 友 利 議員

⑻ 市政一般について 鈴 木 マサホ 議員

⑼ 市政一般について 村 山 祥 栄 議員

⑽ 市政一般について 豊 田 貴 志 議員

散会宣告

定例会（ 11月市会）

会議の日時 12月11日（ 金）   開議 午前10時02分  散会 午前11時02分

開議宣告

会議録署名者の指名

諸般の報告

日程第1    請願審査結果（ 経済総務委員会 1件不採択）

1 討論        山田こう じ 議員

           2 表決             起立（ 自， 公， 民， 京，維，無）

日程第2 （ 議第218号 27年度一般会計補正予算）

1 予算特別委員長報告（ 田中明秀委員長）

［ 原案可決］

日程第3 （ 議第219号 執行機関の附属機関の設置等に関する条例の一部改正

ほか2件）

1 経済総務委員長報告（ 樋口英明委員長）

［ 原案可決］

2 討論

⑴ 議第220号       西村 善美 議員

3 表決

⑴ 議第220号     起立（ 自， 公， 民，京， 維， 無）

         ⑵ 残余の議案（ 2件）     簡易

日程第4 （ 議第224号 南部クリーンセンター第二工場（ 仮称） 新設工事（ 電気設備

工事） 請負契約の締結 ほか2件）

1 く らし環境委員長報告（ ひおき文章委員長）

［ 原案可決］

2 討論

       ⑴ 議第224号～226号  やまね智史 議員

  3 表決         起立（ 自， 公， 民，京， 維，無）
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日程第5 （ 議第221号 旅館業法に基づく 衛生に必要な措置及び構造設備の基準等

に関する条例の一部改正 ほか14件）

1 教育福祉委員長報告（ 西村義直委員長）

[原案可決]

日程第6 （ 議第222号 空き家の活用，適正管理等に関する条例の一部改正

ほか12件）

1 まちづく り委員長報告（ 安井つとむ委員長）

[原案可決]

2 表決

⑴ 議第223号      起立（ 自， 公， 民，京，維， 無）

   ⑵ 残余の議案（ 12件）       簡易

日程第7 （ 市会議第21号 ブラッドパッチ療法の保険適用及び脳脊髄液減少症の治

療推進を求める意見書）

日程第8 （ 市会議第22号 文化庁の京都移転をはじめとする政府関係機関の地方移

転の実現による地方創生の一層の推進を求める意見書）

1 表決     起立（ 自， 公， 民，京，維，無）

日程第9 （ 市会議第23号 マイナンバー制度の円滑な運営に係る財源確保等， 自治

体の負担軽減を求める意見書）

1 表決      起立（ 自， 公， 民，京， 維， 無）

日程第10 （ 市会議第24号 大学の機能強化を求める意見書）

1 討論         赤阪 仁 議員

2 表決        起立（ 自， 公， 民，京， 維， 無）

日程第11 （ 市会議第25号 保育士等の確保対策を求める決議）

1 提案説明     椋田 隆知 議員

2 表決        簡易

散会宣告

（ 注） 1 表中， 自＝自由民主党京都市会議員団， 共＝日本共産党京都市会議員団，公＝公明党

京都市会議員団，民＝民主・ 都みらい京都市会議員団，京＝地域政党京都党市会議員団，

維＝京都維新の会・ 無所属京都市会議員団， 無＝無所属を表す。

   2 議事日程に挙がっていて， 特に表決の記載のないものは，全会一致により簡易表決さ

れたものである。
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議 案 付 託 表

                                      （ 平成27年12月１日付託）

付 託 委 員 会 議             案

経済総務委員会 議第219号 京都市執行機関の附属機関の設置等に関する条例の一部を改正する

      条例の制定について

議第220号 京都市農業委員会の選挙による委員等に関する条例の一部を改正す

      る条例の制定について

議第251号 当せん金付証票の発売金額について

く らし環境委員会 議第224号 京都市南部クリーンセンター第二工場（ 仮称） 新設工事（ 電気設備

      工事） 請負契約の締結について

議第225号 京都市南部クリーンセンター第二工場（ 仮称） 新設工事（ 衛生設備

      工事） 請負契約の締結について

議第226号 京都市南部クリーンセンター第二工場（ 仮称） 新設工事（ 空気調和

      設備工事） 請負契約の締結について

教育福祉委員会 議第221号 京都市旅館業法に基づく 衛生に必要な措置及び構造設備の基準等に

      関する条例の一部を改正する条例の制定について

議第228号 京都市立太秦小学校増築工事請負契約の締結について

議第229号～議第241号 指定管理者の指定について（ 保健福祉局関係）（ 13件）

まちづく り委員会 議第222号 京都市空き家の活用，適正管理等に関する条例の一部を改正する条

      例の制定について

議第223号 京都市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について

議第227号 京都駅南口駅前広場整備工事（ 道路改築工事） 請負契約の締結につ

      いて

議第242号 市道路線の認定について

議第243号 市道路線の廃止について

議第244号～議第248号 損害賠償の額の決定について（ ５件）

議第249号 訴えの提起について

議第250号 訴えの提起について

議第252号 町の区域の変更について

（ 別記1）
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■ 一般質問

自由民主党京都市会議員団

月 日 質  問  事  項 質 問 者 答 弁 者

12月2日 1 文化庁等の京都移転

2 市バス・ 地下鉄事業の総括と今後の展望

3 東山自然緑地の再整備

4 国際観光都市にふさわしい宿泊施設の確

保

5 「 お泊りデイ」 のあり方

山本恵一議員 門川市長

藤田副市長

〃 1 京都の観光振興の推進

2 中央卸売市場の施設整備

3 ホームレス支援

4 空き家の活用

5 伊藤若冲生誕300年記念の取組

6 応急手当実施者への心のケア

下村あきら議員 門川市長

藤田副市長

杉本消防局長

〃 1 京都ならではの資源を活用した経済の活性化

2 大学を核とした地域連携の推進

3 省エネ・ 創エネの推進

4 定時制単独高校

5 北部山間部地域の振興

6 西京極総合運動公園

田中たかのり議員 門川市長

塚本副市長

藤田副市長
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日本共産党京都市会議員団

月 日 質  問  事  項 質 問 者 答 弁 者

12月2日 1 京プラン後期実施計画

2 下鴨神社のマンショ ン等建設と二条城第2

駐車場

3 原発の安全対策と再稼働

4 敬老乗車証

5 介護保険制度

6 国民健康保険

7 市営住宅

8 東部クリーンセンターの跡地活用

西野さち子議員 門川市長

塚本副市長

藤田副市長

小笠原副市長

髙木保健福祉局長

黒田都市計画局長

〃 1 京都経済に対する認識

2 小規規模事業者の振興

3 学校跡地の活用

4 大学生の学費等の実態調査と奨学金制度

5 ブラック企業・ ブラックバイト への対応

6 若者の雇用対策

平井良人議員 門川市長

塚本副市長

小笠原副市長

岡田総合企画局長

村上産業観光局長

公明党京都市会議員団

月 日 質  問  事  項 質 問 者 答 弁 者

12月2日 1 クレジット 納税

2 住宅マスタープランの見直しによる今後

の活性化策

3 今後のパークアンドライドの取組

4 向島地域の小中一貫校

曽我修議員 門川市長

小笠原副市長

在田教育長

〃 1 証明書のコンビニ交付

2 建築物の耐震化の促進

3 青少年を犯罪から守る取組

4 不登校対策としての家庭教育支援

国本友利議員 門川市長

藤田副市長

在田教育長
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民主・ 都みらい京都市会議員団

月 日 質  問  事  項 質 問 者 答 弁 者

12月2日 1 門川市政2期8年の総括と今後の課題

2 「 私たちが目指す京都市像」 と未来の京都

のための課題

3 岡崎地域の活性化とロームシアター京都

の運営

4 人権思想の啓発

5 ヘイト スピーチ対策

6 障害者差別解消法を踏まえた取組

7 犯罪被害者支援

鈴木マサホ議員 門川市長

藤田副市長

地域政党京都党市会議員団

月 日 質  問  事  項 質 問 者 答 弁 者

12月2日 1 予算編成

2 大都市制度と近隣自治体との連携

3 地下鉄終電延長

村山祥栄議員 門川市長

小笠原副市長

西村公営企業管理者

京都維新の会・ 無所属京都市会議員団

月 日 質  問  事  項 質 問 者 答 弁 者

12月2日 1 市政運営

2 市長退職金制度

3 二重行政の解消

豊田貴志議員 門川市長

塚本副市長

田中人材育成政策監
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■ 市会運営委員会及び理事会

市会運営委員会

会議の日時 11月20日（ 金）   開会 午前10時01分  散会 午前10時08分

会議の内容 1 11月市会の審議日程について

⑴ 審議日程

別記2のとおり決定する。

⑵ 2 7日， 1日及び2日の本会議
27日は議案の説明聴取等， 12月1日は議案の処理， 2日は一般質問を行う 。

いずれも， 午前10時に開会することに決定する。

⑶ 一般質問時間割

別記3のとおり決定する。

2 副議長からの報告事項について

  大道副議長から海外出張（ フィ レンツェ市訪問） の報告がある。

3 その他について

26日の午前10時に市会運営委員会を開き，27日の本会議の進め方などを協議

する。

市会運営委員会

会議の日時 11月26日（ 木）   開会 午前10時01分  散会 午前10時03分

会議の内容 1 議長からの報告事項について

議長において，維新の党・ 無所属京都市会議員団が，会派の名称を「 京都維

新の会・ 無所属京都市会議員団」 に，略称を「 京都維新の会市議団」 に変更し

たとの届出があったことが報告された。

2 27日の本会議について

⑴ 議案の取扱い

35件を一括上程し，市長，副市長から提案説明を聴いた後，延会すること

に決定する。

3 その他について

30日の午前10時に市会運営委員会を開き，12月1日及び2日の本会議の進め方

などを協議する。

市会運営委員会

会議の日時 11月30日（ 月）   開会 午前10時01分  散会 午前10時05分

会議の内容 1 1日， 2日の本会議の順序及び議案の取扱いについて

⑴ 議案の取扱い

ｱ 議第218号 27年度一般会計補正予算

全議員67名を委員とする予算特別委員会を設置し， 付託することに決定
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する。

ｲ 議第219号 執行機関の附属機関の設置等に関する条例の一部改正 ほか33

件

  所管の常任委員会に付託することに決定する。

⑵ 一般質問

時間割（ 別記4） のとおりとする。

  なお，村山祥栄議員から発言を補完するためにパネル，写真類を使用した

い旨の申出書が提出されているとの報告がある。

また，市会説明員についても答弁に際して，発言を補完するために物品を

使用する場合があるとの報告がある。

⑶ その他

1日の本会議終了後に予算特別委員会を開会し， 今後の審査日程等につい

て協議する。

市会運営委員会理事会

会議の日時 12月7日（ 月）   開会 午後0時01分  散会 午後0時04分

会議の内容 1 今後の審議日程等について

⑴ 委員会の審査状況

経済総務委員長，く らし環境委員長，教育福祉委員長，まちづく り委員長，

予算特別委員長に出席を求め， 付託議案の審査状況を確認する。

⑵ 今後の審議日程

次のとおり決定する。

8日， 9日 議員会

10日   討論結了

経済総務委員会， く らし環境委員会（ 午後2時00分）

教育福祉委員会， まちづく り委員会（ 午後2時30分）

予算特別委員会（ 午後3時00分）

取りまとめ

市会運営委員会（ 午後5時30分）

       11日 本会議

市会運営委員会

会議の日時 12月10日（ 木）   開会 午後5時32分  散会 午後5時38分

会議の内容 1 11日の本会議の順序及び議案の取扱いについて

⑴ 請願審査結果

ｱ 経済総務委員会（ 1件不採択）

   自民， 公明， 民主， 京都， 維新： 委員会の査定に賛成

    共産： 委員会の査定に反対。山田こうじ議員が反対討論を行う。

山田こうじ議員の討論の後，起立表決する。
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⑵ 付託議案の取扱い

ｱ 予算特別委員会（ 議第218号 27年度一般会計補正予算）

委員会は，原案可決と査定する。

全会派： 賛成

簡易表決する。

ｲ 経済総務委員会（ 議第219号 執行機関の附属機関の設置等に関する条例の

一部改正 ほか2件）

委員会は，原案可決と査定する。

    自民， 公明，民主，京都， 維新： 全て賛成

       共産： 議第220号は反対，その他の議案は賛成。西村善美議員が議第220

号に対する反対討論を行う。

西村善美議員の討論の後， 議第220号は起立表決し， その他の議案2件は

簡易表決する。

ｳ く らし環境委員会（ 議第224号 南部クリーンセンター第二工場（ 仮称） 新

設工事（ 電気設備工事） 請負契約の締結 ほか2件）

  委員会は，原案可決と査定する。

   自民， 公明， 民主，京都， 維新： 全て賛成

   共産： 全て反対。 やまね智史議員が反対討論を行う。

  やまね議員の討論の後， 起立表決する。

ｴ 教育福祉委員会（ 議第221号 旅館業法に基づく 衛生に必要な措置及び構造

設備の基準等に関する条例の一部改正 ほか14件）

委員会は， 原案可決と査定する。

全会派： 全て賛成

簡易表決する。

ｵ まちづく り委員会（ 議第222号 空き家の活用， 適正管理等に関する条例の

一部改正 ほか12件）

委員会は， 原案可決と査定する。

自民，公明， 民主， 京都，維新： 全て賛成

共産： 議第223号は反対， その他の議案は賛成。

議第223号は起立表決し， その他の議案12件は簡易表決する。

⑶ 意見書案， 決議案の取扱い

ｱ ブラッドパッチ療法の保険適用及び脳脊髄液減少症の治療推進を求める意

見書簡易表決する。

ｲ 文化庁の京都移転をはじめとする政府関係機関の地方移転の実現による地

方創生の一層の推進を求める意見書（ 自， 公， 民， 京， 維， 無）

共産： 反対

起立表決する。

ｳ マイナンバー制度の円滑な運営に係る財源確保等， 自治体の負担軽減を求

める意見書（ 自， 公， 京， 維，無）

共産： 反対
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民主： 賛成

起立表決する。

ｴ 大学の機能強化を求める意見書（ 自， 公， 京， 維， 無）

共産： 反対。 赤阪仁議員が反対討論を行う 。

民主： 賛成

赤阪仁議員の討論の後，起立表決する。

ｵ 保育士等の確保対策を求める決議

椋田隆知議員の案の説明の後， 簡易表決する。

⑷ その他

11日の本会議は，午前10時に開会する。
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月　日 曜日 備　考

7  11・20 金 ＜議案発送＞ 10:00 市会運営委員会

6 　　・21 土

5 　　・22 日

4 　　・23 月祝

3 　　・24 火

2 　　・25 水

1 　　・26 木 10:00 市会運営委員会

1 　　・27 金 10:00 本会議

2 　　・28 土

3 　　・29 日

4 　　・30 月 市会運営委員会

5  12・ 1 火 10:00 本会議

6 　　・ 2 水 10:00 本会議

7 　　・ 3 木

8 　　・ 4 金              委員会

9 　　・ 5 土

10 　　・ 6 日

11 　　・ 7 月

12 　　・ 8 火 　　　　　　 (議員会）

13 　　・ 9 水 　　　　　　 (議員会）

14 　　・10 木 委員会(討論結了）－市会運営委員会

15 　　・11 金 10:00 本会議　

１１　月　市　会　日　程　（案）
（２７．１１．２０）

本　会　議　等 委　　　員　　　会　　　等

（ 別記2）
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代 表 質 問 時 間 割 （ 案）

＊ 基本時間４分＋２．５分×議員数

    （ 答弁は質問時間の６割）    （ ３０４分）

１０： ００

１０： ０４

自  民： ８６分 質問 ５４分

答弁 ３２分

１１： ３０                       

１１ ： ５０

（ 休憩７０分）          共  産： ７８分  質問 ４９分

                           答弁 ２９分

１３： ００

１３： ０３

１４： ０１                       

                 公  明： ５１分  質問 ３２分

                           答弁 １９分

１４： ５２

（ 休憩２０分）

１５： １２                       

民主・ 都： ３５分 質問 ２２分

答弁 １３分

１５： ４７

                 京  都： ２７分  質問 １７分

                           答弁 １０分

１６： １４

                 維新・ 無： ２７分  質問 １７分

                           答弁 １０分

１６： ４１                       

（ 別記3）
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（ 別記4）

一 般 質 問 時 間 割

［ １２月２日（ 水）］

１０時００分       開        議

１０時０４分       

             （ 山 本 恵 一 議員） 質問時間  １９分

答弁時間  １１分

１０時３４分

             （ 下 村 あきら 議員） 質問時間  １８分

答弁時間  １１分

１１時０３分

             （ 田 中 たかのり議員） 質問時間  １７分

答弁時間  １０分

  １１時３０分

             （ 西 野 さち子 議員） 質問時間  ２５分

答弁時間  １５分

  １１時５１分

（ 休憩６９分）

１３時００分       再 開

１３時０３分

１３時２２分

（ 平 井 良 人 議員） 質問時間  ２４分

答弁時間  １４分

  １４時００分

             （ 曽 我 修 議員） 質問時間  １６分

                          答弁時間  １０分

  １４時２６分

             （ 国 本 友 利 議員） 質問時間  １６分

                          答弁時間  １０分

  １４時５２分

   （ 休憩２０分）

  １ ５時１２分       再 開

             （ 鈴 木 マサホ 議員） 質問時間  ２２分

                        答弁時間  １３分

  １５時４７分

             （ 村 山 祥 栄 議員） 質問時間  １７分

                          答弁時間 １０分

  １６時１４分

             （ 豊 田 貴 志 議員） 質問時間  １７分

                          答弁時間  １０分

  １６時４１分

※ 開議，再開の１分前にベルを入れる。
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経済総務委員会

会議の日時 12月4日（ 金）   開会 午前10時02分  散会 午後6時15分

会議の内容

1 付託議案審査 3件

・ 議第219号 執行機関の附属機関の設置等に関する条例の一部改正

・ 議第220号 農業委員会の選挙による委員等に関する条例の一部改正

・ 議第251号 当せん金付証票の発売金額

2 報告事項

・ 職員の懲戒処分について

・ 平成27年度京都市防災会議及び京都市国民保護協議会の審議結果について

・「 はばたけ未来へ！京プラン」 後期実施計画（ 骨子） の作成及び市民意見の募

集について

3 請願審査

⑴ 継続審査 1件

⑵ 不採択 1件

・ 請願第4号 マイナンバー制度実施の延期及び廃止の要請

4 陳情審査

・ 陳情第14号 京都国際ホテル跡地へのホテル誘致等

・ 陳情第19号 沖縄の米軍普天間飛行場代替施設建設の早期実現等の要請

5 一般質問

・ 土砂災害警戒区域へのソーラーパネル設置計画について

・ 民泊対策プロジェクト チームの調査内容と今後の予定について

・ 農家民宿の開設状況について

・ 経済団体への正規雇用の拡大と賃上げ等の要請について

・ 文部科学大臣の本市視察に係る新聞等の報道について

・ 文化庁誘致に向けた積極的な対応の必要性について

6 要求資料

・「 はばたけ未来へ！京プラン」 実施計画と後期実施計画（ 骨子） での「 主な

共汗指標」 の違いについて

・ 経済団体への要請について

経済総務委員会

会議の日時 12月10日（ 木）   開会 午後2時27分  散会 午後2時30分

会議の内容 1 付託議案審査 3件（ 討論結了）

⑴ 会派の検討結果

自民，公明，民主， 京都， 維新： 全て賛成

共産： 議第220号は反対，その他の議案は賛成

■ 常任委員会
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⑵ 審査結果

  表決の結果，議第220号は挙手多数，その他の議案2件は全会一致により全

て可決することに決定する。

経済総務委員会

会議の日時 12月21日（ 月）   開会 午前10時01分  散会 午後0時01分

会議の内容 1 報告事項

・ 第2期京都市市民参加推進計画改定版骨子の作成及び市民意見の募集につい

て

2 請願審査

⑴ 継続審査 1件

⑵ 取下げ 1件

・ 請願第9号 学費・ 奨学金の負担軽減と若者雇用の改善

3 一般質問

・ 災害時に地域の集合場所として利用される公園の廃止について

・ マイナンバー制度における視覚障害者への対応について

・ 文化庁誘致に向けた文部科学大臣の本市視察を踏まえた今後の方策について

経済総務委員会

会議の日時 1月18日（ 月）   開会 午前10時01分  散会 午後0時20分

会議の内容 1 報告事項

・ 京都市民泊施設実態調査の中間報告について（ 速報）

・ 京都市中央市場マスタープラン（ 仮称） ＜骨子案＞に対する市民意見の募集

について

く らし環境委員会

会議の日時 11月10日（ 火）   開会 午前10時02分  散会 午後5時20分

会議の内容 1 報告事項

・「 第4次男女共同参画計画きょうと男女共同参画推進プラン（ 改定版）」（ 案）

に関する市民意見募集について

・「 京都まち・ ひと・ こころ遺産」 制度案に関する市民意見募集について

・「 スポーツの絆が生きるまち推進プラン京都市市民スポーツ振興計画」改定版

（ 案） に関する市民意見募集について

2 請願審査

⑴ 取下げ 1件

・ 請願第6号 電気料金値上げ問題に関する説明会の実施

3 陳情審査 1件

・ 陳情第15号 二条城外堀北西部における史跡公園整備の検討
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4 一般質問

・ 大岩街道周辺地域の不法投棄対策等について

・ マイナンバーを記載した住民票を誤って発行したことへの局の認識及び対策

について

・ 特定非営利活動法人田中セツ子結婚塾の経理の不正疑惑に係る参考人意見聴

取について

5 要求資料

・ 国内で稼働中のバイオガス化施設について

6 参考人意見聴取

・ 特定非営利活動法人田中セツ子京都結婚塾の経理の不正疑惑について

く らし環境委員会

会議の日時 12月4日（ 金）   開会 午前10時03分  散会 午後0時15分

会議の内容 1 付託議案審査 3件

・ 議第224号 南部クリーンセンター第二工場（ 仮称） 新設工事（ 電気設備工事）

請負契約の締結

・ 議第225号 南部クリーンセンター第二工場（ 仮称） 新設工事（ 衛生設備工事）

請負契約の締結

・ 議第226号 南部クリーンセンター第二工場（ 仮称） 新設工事（ 空気調和設備

工事） 請負契約の締結

2 陳情審査 1件

・ 陳情第20号 京都文学館設立の検討

3 一般質問

・ 南部クリーンセンター建替えに当たり計画されているバイオガス施設につい

て

・ 二条城第2駐車場整備に係る日本イコモス国内委員会への説明について

4 要求資料

・ イコモスへの情報提供の状況について

く らし環境委員会

会議の日時 12月10日（ 木）   開会 午後2時29分  散会 午後2時31分

会議の内容 1 付託議案審査 3件（ 討論結了）

⑴ 会派の検討結果

自民，公明，民主，京都， 維新，無： 全て賛成

共産： 全て反対

⑵ 審査結果

  表決の結果，挙手多数により全て可決することに決定する。
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く らし環境委員会

会議の日時 12月22日（ 火）   開会 午前10時02分  散会 午後5時24分

会議の内容 1 報告事項

・ 京都市環境基本計画（ 改定案） の市民意見募集について

・「 はばたけ未来へ！京都市ユースアクショ ンプラン」行動計画見直し案に関す

る市民意見募集の結果について

・「 共汗で進める新たな区政創生～京都市における区政の在り方について～」

（ 案） に関する市民意見募集について

・「 京都市地域コミ ュニティ 活性化推進計画」 改定版（ 案） に関する市民意見募

集について

・「 京都まち・ ひと・ こころ遺産」 制度案に関する市民意見募集の結果について

“ ”・ 京都をつなぐ無形文化遺産 「 京のきもの文化－伝統の継承と新たなきもの

文化の創出」 案に関する市民意見募集の結果について

2 一般質問

・ しまつのこころ条例施行による効果及び市民・ 事業者の反応等について

・ COP21パリ会議について

・ 二条城第2駐車場整備に係る日本イコモス国内委員会への説明について

く らし環境委員会

会議の日時 1月19日（ 火）   開会 午前10時02分  散会 午後2時14分

会議の内容 1 報告事項

・「 第4次京都市男女共同参画計画」（ 案）に関する市民意見募集の結果について

2 一般質問

・ 世界一安心安全・ おもてなしのまち京都市民ぐるみ推進運動の効果及び評価

について

・ 京都市美術館再整備計画について

・ ロームシアター京都の運営について

・ 京都市の電力購入評価基準について

3 参考人意見聴取

・ 新・ 京都市ごみ半減プランの推進への課題と今後の取組

教育福祉委員会

会議の日時 11月11日（ 水）   開会 午前10時03分  散会 午後5時38分

会議の内容 1 報告事項

・「 右京区におけるいわゆるごみ屋敷についての有識者の意見」 について

・ 介護保険サービス事業者の指定取消について

・ 児童養護施設「 迦陵園」 に対する特別監査実施結果について
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・ 会計検査院実地検査による生活保護返還徴収金等の国庫負担金返還について

・「 市営保育所の今後のあり方に関する基本方針（ 改定版）」 に基づく 市営保育

所の民間移管に係る移管先の候補となる法人等の選定結果について

・ 次期京都市食の安全安心推進計画の策定に係る市民意見募集について

・「 京都市医療法に基づく 病院の人員及び施設の基準に関する条例（ 仮称）」 の

制定に係る市民意見募集について

・ 市立小学校6年生児童の大麻吸引疑い事案及び薬物乱用防止について

2 一般質問

・ 旅館業法違反の疑いのある民泊の事案について

・ 仁和公園の廃止について

・ 学校施設におけるアスベスト の状況について

3 要求資料

・ 市営保育所の民間移管に係る課題への対応

・ 文部科学省「 学校施設等における石綿含有保温材等の使用状況調査（ 特定調

査） について」 に係る本市回答について

・ 学校施設解体時のアスベスト 対策についての施行業者への指示内容について

教育福祉委員会

会議の日時 12月4日（ 金）   開会 午前10時02分  散会 午後7時02分

会議の内容 1 付託議案審査 15件

・ 議第221号 京都市旅館業法に基づく 衛生に必要な措置及び構造設備の基準等

に関する条例の一部改正

・ 議第228号 京都市立太秦小学校増築工事請負契約の締結

・ 議第229号～241号 指定管理者の指定（ 保健福祉局関係）

2 報告事項

・ 児童養護施設迦陵園の入所児童虐待疑い事案に係る個人情報流出疑い事案の

調査及び関係職員の処分について

・「 保健福祉分野等におけるマイナンバー制度の独自利用事務導入に向けた基本

的な考え方（ 案）」 に関する市民意見募集について

・ いわゆるごみ屋敷対策に係る行政代執行の実施について

・ 生活保護受給者の向精神薬転売容疑による逮捕事案について

・「 健康長寿のまち・ 京都市民会議（ 準備会）」 の設置及び今後の取組について

・「 健康長寿のまち・ 京都食育推進プラン（ 仮称）」 の策定に係る市民意見募集

について

・ 京都市動物愛護行動計画改定案に関する市民意見募集について

3 請願審査

⑴ 継続審査 4件

4 陳情審査

・ 陳情第21号 敬老乗車証の使用区間の拡大

5 一般質問
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・ 配置基準を上回る保育士を配置する保育所への費用助成制度の創設について

・ 特別養護老人ホームと有料老人ホームの監査等について

・ 保育所等の建設に伴う利子補給制度について

・ 高齢者のインフルエンザ予防接種助成の手続について

・ 京北地域の小学校の統合について

・ 就学援助について

6 要求資料

・ 行政区ごとの高齢者人口及び特別養護老人ホームの施設数・ 定員数

教育福祉委員会

会議の日時 12月10日（ 木）   開会 午後2時34分  散会 午後2時36分

会議の内容 1 付託議案審査 15件（ 討論結了）

⑴ 会派の検討結果

   全会派： 全て賛成

⑵ 審査結果

表決の結果，全会一致により全て可決することに決定する。

教育福祉委員会

会議の日時 12月24日（ 木）   開会 午前10時01分  散会 午後2時58分

会議の内容 1 報告事項

・ 生活保護法による指定医療機関の指定取消について

・「 第3期京都市ホームレス自立支援等実施計画」 の策定に係る市民意見募集に

ついて

2 一般質問

・ 外国人観光客等の方の医療機関への受診について

・ 児童相談書記録簿の流出事案について

・ 介護保険制度に係るマイナンバーの取扱いについて

・ 京プラン後期実施計画骨子案に係る福祉予算の考え方について

・ 高齢者支え合い担い手養成モデル事業について

・ 学童保育の施設運営基準について

・ 子どものキャッチボールについて

・ 新教育委員会制度について

・ 京北地域の小学校の統合について

3 要求資料

・ ホームレス支援に関する民間支援団体の概要について

・ 高齢者支え合い担い手養成講座の実施状況

教育福祉委員会

会議の日時 1月6日（ 水）   開会 午前10時03分  散会 午前11時04分
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会議の内容 1 参考人意見聴取

・ 児童相談所における児童記録について

まちづく り委員会

会議の日時 11月12日（ 木）   開会 午前10時02分  散会 午後3時05分

会議の内容 1 陳情審査 3件

・ 陳情第16号 マンショ ン建設の指導（ 上京区塔之段）

・ 陳情第17号 市バス停留所広告の改善

・ 陳情第18号 四条通等の併称の検討

2 一般質問

・ 京福電鉄新駅設置に係るスケジュール及びバリアフリー化の推進について

・ 京都景観賞屋外広告物部門表彰について

・ 屋外広告物に関する印象評価アンケート について

・ 四条通歩道拡幅事業の今後の課題について

・ マンショ ンの空き部屋を利用した民泊や大型観光バスの違法駐車等への対策

について

・ 緑地環境向上プロジェクト 及び桜景観創造プロジェクト について

・ 橋りょう補修箇所の溶接不良について

・ 通学路の安全対策について

3 要求資料

・ 東山交通対策における東福寺周辺の観光バス臨時待機場について

まちづく り委員会

会議の日時 12月7日（ 月）   開会 午前10時02分  散会 午後6時46分

会議の内容 1 付託議案審査 13件

・ 議第222号 空き家の活用， 適正管理等に関する条例の一部改正

・ 議第223号 都市公園条例の一部改正

・ 議第227号 京都駅南口駅前広場整備工事（ 道路改築工事） 請負契約の締結

・ 議第242号 市道路線の認定

・ 議第243号 市道路線の廃止

・ 議第244号～248号 損害賠償の額の決定

・ 議第249号 訴えの提起

・ 議第250号 訴えの提起

・ 議第252号 町の区域の変更

2 報告事項

・ 京都市建築物耐震改修促進計画（ 素案） ～京都に息づく 「 ひと 」 と「 まち」

“ ”の いのち を守る～に関する市民意見募集について

・ 市営住宅の管理に関する事務におけるマイナンバー制度の独自利用事務導入



- 25 -

に関する市民意見募集について

3 請願審査

⑴ 継続審査 5件

4 一般質問

・ 四条通及びその周辺地域における交通対策等について

・ 地上設置型ソーラーパネルの設置基準について

・ 下鴨神社集合住宅建設に関するイコモス国内委員会との協議経過について

・ 高経年マンショ ンに対する本市の取組について

・ 京都駅南口駅前広場における送迎用駐車スペース及び荷捌きスペースの確保

について

5 要求資料

・ 下鴨神社のマンショ ン建設計画に関し日本イコモス国内委員会理事に提出し

た資料

・ 住宅の耐震化率の算定方法

・ 京都駅南口駅前広場整備の詳細図

・ 浴槽の取替え等に活用できる福祉分野関連の助成制度

・ 市営住宅の浴槽のまたぎ高さ（ 平成27年11月1日時点）

・ 市営住宅のエレベーター付近のバリアフリー状況

・ 向島市営住宅5街区の車いす住戸の管理戸数と入居世帯数（ 平成27年11月1日

時点）

・ 向島市営住宅5街区のバリアフリー工事を行う場合の経費

・ 京都駅南口駅前広場整備工事（ 道路改築工事） の内訳について

・ 便益施設の許可期間及び滞納使用料について

まちづく り委員会

会議の日時 12月10日（ 木）   開会 午後2時35分  散会 午後2時39分

会議の内容 1 付託議案審査 13件（ 討論結了）

⑴ 会派の検討結果

自民，公明， 民主， 京都， 維新： 全て賛成

共産： 議第223号については反対， その他の議案は賛成

⑵ 審査結果

表決の結果，議第223号は挙手多数， その他の議案12件は全会一致により可

決することに決定する。

まちづく り委員会

会議の日時 12月21日（ 月）   開会 午前10時02分  散会 午後4時10分

会議の内容 1 請願審査

⑴ 継続審査 6件

2 一般質問
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・ 空き家対策法改正後の空き家の相談に対する本市の対応について

・ 京プラン「 歩いて楽しいまち・ 京都戦略」 前期５箇年の総括について

・ 東大路通整備構想について

・ 下鴨神社マンショ ン建設工事に係る違反行為について

・ 市街化調整区域の地区計画許可手続に係るワンスト ップ相談体制の構築につ

いて

・ 都市計画道路未整備路線の今後の見通しについて

・ ソーラーパネルの設置許可基準の解釈と運用について

・ 下鴨神社マンショ ン建設に関するイコモス国内委員会の見解について

・ 北陸新幹線の誘致推進の現状について

・ 仁和公園の存続について

・ 自転車走行環境の実証実験及び自転車政策審議会について

・ 花脊ト ンネルに係る請願の検討状況について

・ 京阪淀駅周辺における立体交差化事業の状況について

・ 京都高速道路３路線の見直しについて

・ 師団街道における歩道拡幅工事について

3 要求資料

・ 上京区塔之段町の寄宿舎建築計画における容積率の限度の算定方法に係る国

土交通省との協議概要について

・ 市営住宅の団地内通路に係る修繕経費の推移（ 5箇年分） について

まちづく り委員会

会議の日時 1月21日（ 木）   開会 午前10時03分  散会 午後5時36分

会議の内容 1 報告事項

・ 京都駅南口駅前広場におけるタクシーショ ット ガンの運用について

・「 京都市住宅マスタープラン」 中間見直し案に関する市民意見募集の結果につ

いて

・ 京都市通学路交通安全プログラムに基づく 取組状況について

・ Ｉ Ｃ Ｔ を活用した市民協働による維持管理スマート フォン用アプリケーショ

ン「 みっけ隊」 実証実験について

2 請願審査

⑴ 継続審査 6件

⑵ 取下げ 4件

・ 請願第8号 市営住宅の浴槽の修繕

・ 請願第14号 市営住宅の浴室の改修

・ 請願第15号 市営住宅の浴室の改修

・ 請願第16号 エレベーターホールのバリアフリー化

3 一般質問

・ 東日本大震災自主避難者に係る住宅支援の状況について

・ Ｊ Ｒ西大路駅のバリアフリー化及び八条市営住宅団地再生事業の進捗状況に
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ついて

・ 墨染発電所付近の疏水管理用通路の改善について

4 要求資料

・ 1台20円とする積算根拠について

・ 四条通歩道拡幅事業に係る他都市視察等の実績について

・ 平成26年度市営住宅の緊急修繕費の内訳について

・ 平成26年度市営住宅の団地内通路に係る修繕経費の団地別内訳について

・ 京都市通学路交通安全プログラムに基づく 取組の対策箇所について

5 特記事項

  山集麻衣子副委員長（ 無） の辞任を許可し，後任に曽我修委員（ 公明） を選

任した。

交通水道消防委員会

会議の日時 12月7日（ 月）   開会 午前10時02分  散会 午後1時12分

会議の内容 1 報告事項

・ 11月25日に発生した市バス事故について

2 一般質問

・ 岩倉・ 修学院地域の均一区間拡大及び山科地域での公共交通促進協議会の現

状について

・ 市バスの利便性向上について

・ 広島市の飲食店火災を受けた緊急査察の結果について

・ 全国女性消防操法大会における好成績を受けた今後の取組について

・ 上下水道局の局名変更について

3 要求資料

・ 近鉄バスにおける事故再発防止に向けた取組の概要について

・ 委託事業者における市バス事故防止研修について（ 平成26年度）

・ 平成10年度以降に生じた市バス死亡事故の概要について

・ 嵯峨・ 嵐山地域への均一運賃区間拡大の実施効果について

交通水道消防委員会

会議の日時 12月25日（ 金）   開会 午前10時01分  散会 午前11時41分

会議の内容 1 報告事項

・ 平成28年3月実施の新市バスダイヤについて

2 一般質問

・ 北部地域特定環境保全公共下水道について

・ 伏見区の疏水沿い遊歩道の改善について

・ 伏見稲荷大社前バス停の安全対策について
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交通水道消防委員会

会議の日時 1月8日（ 金）   開会 午前10時02分  散会 午前11時00分

会議の内容 1 報告事項

・ 平成27年中の災害発生状況（ 速報） について

2 要求資料

・ 福祉団体との連携の実績について

交通水道消防委員会

会議の日時 1月22日（ 金）   開会 午前10時01分  散会 午前11時26分

会議の内容 1 一般質問

・ 疏水管理用通路の工事に関する住民説明の状況について

・ コト チカ御池のグランドオープンについて

・ 市バスの安全運行管理について

・ 民間バスを含むバス待ち環境の充実とバス停留所の改善について

・ 他社路線も含めた一日乗車券の利用範囲の拡大について

・ 市バスにおける外国人観光客への対応について
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予算特別委員会

会議の日時 12月1日（ 火）   開会 午前11時05分  散会 午前11時08分

会議の内容 1 正副委員長の互選

委 員 長  田 中 明 秀 委員

副委員長  椋 田 隆 知 委員

赤 阪  仁  委員

国 本 友 利 委員

天 方 浩 之 委員

しまもと 京 司 委員

く らた 共 子 委員

2 小委員会の設置

  別記5のとおり2個の小委員会を設置することを決定する。

3 小委員会委員の選任

  別記6のとおり選任することを決定する。

4 審査日程  

審査日程案（ 別記7） のとおりとする。

予算特別委員会第1小委員会・ 第2小委員会合同小委員会

会議の日時 12月1日（ 火）   開会 午前11時09分  散会 午前11時10分

会議の内容 1 正副小委員長の互選

  第1小委員会 小委員長  国 本 友 利 副委員長

        副小委員長 く らた 共 子 副委員長

第2小委員会 小委員長  椋 田 隆 知 副委員長

        副小委員長 天 方 浩 之 副委員長

2 審査日程  

審査日程案（ 別記7） のとおりとする。

予算特別委員会第1小委員会

会議の日時 12月3日（ 木）   開会 午前10時02分  散会 午前10時44分

会議の内容 1 付託議案審査（ 行財政局質疑）

・ 議第218号 27年度一般会計補正予算

予算特別委員会第2小委員会

会議の日時 12月3日（ 木）   開会 午前10時02分  散会 午後1時25分

会議の内容 1 付託議案審査（ 保健福祉局，都市計画局質疑）

■ 予算特別委員会
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・ 議第218号 27年度一般会計補正予算

予算特別委員会

会議の日時 12月10日（ 木）   開会 午後3時02分  散会 午後3時10分

会議の内容 1 付託議案審査 1件（ 討論結了）

⑴ 会派の検討結果

全会派： 賛成

⑵ 審査結果

表決の結果，全会一致により可決することに決定する。
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（ 別記5）

予算特別委員会の各小委員会の所管

（ 委員会要綱３及び４に定める分科会の所管及び定数に準じる）

小委員会 所 管       定数

第１ 小委員会 環境政策局， 行財政局， 総合企画局， 文化市

民局， 産業観光局， 会計管理者， 選挙管理委

員会， 人事委員会， 監査委員及び市会事務局

の所管に属する事項並びに第２ 分科会及び第

３ 分科会の所管に属しない事項

人

22

第２ 小委員会 保健福祉局， 都市計画局， 建設局及び教育委

員会の所管に属する事項 23
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（ 別記6）

予算特別委員会第１小委員会委員

下 村 あきら 議員 田 中 明 秀 議員 富   きく お 議員

中 村 三之助 議員 橋 村 芳 和 議員 平 山 たかお 議員

井 坂 博 文 議員 く らた 共 子 議員 西 村 善 美 議員

樋 口 英 明 議員 森 田 ゆみ子 議員 山 田 こうじ 議員

青 野 仁 志 議員 国 本 友 利 議員 西 山 信 昌 議員

ひおき 文 章 議員  中 野 洋 一 議員 山岸 たかゆき 議員

江 村 理 紗 議員 森   かれん 議員 森 川  央 議員

大 西 ケンジ 議員

以上22名

予算特別委員会第２小委員会委員

井 上 与一郎 議員  加 藤 昌 洋 議員  繁    夫 議員

田中 たかのり 議員  寺田 かずひろ 議員  西 村 義 直 議員

椋 田 隆 知 議員  井 上 けんじ 議員  加 藤 あ い 議員

玉 本 なるみ 議員  西 野 さち子 議員  ほ り 信 子 議員

山 本 陽 子 議員  かわしま 優子 議員  久 保 勝 信 議員

曽 我   修 議員   田 孝 雄 議員  天  方 浩 之 議員

鈴 木  マサホ 議員  安 井 つとむ 議員  大 津 裕 太 議員

こうち 大 輔 議員  豊 田 貴 志 議員

以上23名
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月 　日 参　　考

１２月３日（木） 第１小委員会 第２小委員会

局　別　質　疑 局　別　質　疑

４日（金）

５日（土） 　 ― ―（休日）

６日（日） ― ―（休日） 　

７日（月） (理事会）

８日（火） 　 （議員会）

９日（水） （議員会）

１０日（木） 議運

１１日（金） 本会議

※　 　１２月３日（木）の各小委員会の局別質疑の対象局及び質疑順

　　　第１小委員会　行財政局

　　　第２小委員会　保健福祉局，都市計画局

委員長報告

小委員会審査内容報告作成配付

予算特別委員会審査日程（案）

日　　　　　　　　　程

委員会(討論結了）

（ 別記7）
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■ 市会改革推進委員会

市会改革推進委員会

会議の日時 11月27日（ 金） 開会 午前10時43分 散会 午後1時36分

会議の内容 1 市会改革に係る検討項目

・ 情報発信の強化

・ 投票率向上に向けた取組

・ 政務活動費の公開の在り方

・ 議長候補者による所信表明の場の設置

・ 議会報告会・ 意見聴取会の実施

2 要求資料

・ 子ども議会及び議場見学について

市会改革推進委員会

会議の日時 12月11日（ 金） 開会 午後1時43分 散会 午後3時08分

会議の内容 1 市会改革に係る検討項目

・ 情報発信の強化

・ 投票率向上に向けた取組

・ 議会報告会・ 意見聴取会の実施

市会改革推進委員会

会議の日時 1月15日（ 金） 開会 午前10時02分 散会 午前11時28分

会議の内容 1 市会改革に係る検討項目

・ 投票率向上に向けた取組

・ 議会報告会・ 意見聴取会の実施

2 要求資料

・ 小中学生を対象とした議場見学会の実施方法について

・ 政令指定都市において18歳選挙権を契機として実施する教育委員会と議会の共

同取組事例について

※ 市会改革推進委員会の検討結果をまとめた報告が， 12月18日に議長に提出された｡

なお， 同報告では， 以下の項目について取りまとめられた。

12月18日提出分

1 情報発信の強化

・ ＳＮＳによる情報発信

・ 市会ホームページにおける市民意見受付フォームの設置

・ 議長記者会見の実施

2 政務活動費の公開の在り方

3 議長候補者による所信表明の場の設置
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■ 委員の派遣

常任委員会

経済総務委員会（ 実地視察）

視 察 日 視察先

11月9日（ 月） 京都市中央卸売市場第一市場

教育福祉委員会（ 実地視察）

視 察 日 視察先

1月20日（ 水） 京都市立桃山南小学校，京都市立凌風学園

交通水道消防委員会（ 実地視察）

視 察 日 視察先

11月13日（ 金） 琵琶湖疏水通船復活試行事業（ 大津乗船場から蹴上下船場まで）

京都市中央卸売市場第一市場

琵琶湖疏水
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市会改革推進委員会

市会改革推進委員会（ 他都市調査）

調 査 日 調 査 先 調  査  事  項

11月4日（ 水）

～6日（ 金）

堺 市

・ 議会報告会について

・ 議長記者会見について

・ その他主な議会改革の取組について

神 奈 川 県

・ 議会報告会について

・ 広報事業全般について

・ その他主な議会改革の取組について

横 浜 市 ・ 広報事業全般について

鳥 取 県

・ 議会ホームページ上の県民意見受付フォームについて

・ 学生議会について

・ 議長候補者による所信表明について

・ その他主な議会改革の取組について

出張議員

寺田かずひろ委員長（ 自） ，井坂博文副委員長（ 共） ，田孝雄副委員長（ 公） ，

鈴木マサホ副委員長（ 民） ，田中明秀委員（ 自） ，

橋村芳和委員（ 自） （ 4日～5日） ，椋田隆知委員（ 自） （ 5日～6日） ，

井あきら委員（ 自） ，赤阪仁委員（ 共） ，加藤あい委員（ 共） ，

西村善美委員（ 共） ，国本友利委員（ 公） ，中野洋一委員（ 民） ，

宇佐美けんいち委員（ 維） ，大津裕太委員（ 京）

堺市議会 神奈川県議会

横浜市会 鳥取県議会
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■ 異動関連

1 会派の名称変更

11月25日に「 維新の党・ 無所属京都市会議員団」 から「 京都維新の会・ 無所属京都市会

議員団」 に会派名称を変更するとの届出があり， 同日付で許可された。

2 議員の所属会派変更

1月20日に山集麻衣子議員から，地域政党京都党市会議員団を離脱するとの届出があっ

た。

3 まちづく り委員会の副委員長の辞任と互選

1月21日のまちづく り委員会において，山集麻衣子副委員長（ 無） の辞任が許可され，

その後， 副委員長の互選を行った結果，曽我修議員（ 公明） が選任された。
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■ 議案処理一覧

平成27年定例会（ 11月市会）

1 議員提出議案

提出

月日

議決

月日

議案

番号
件   名

審議

結果

自

民

共

産

公

明

民

主

京

都

維

新

無
提 出

会派等

12. 11 12. 11 市会21 ブラッドパッチ療法の保

険適用及び脳脊髄液減少

症の治療推進を求める意

見書の提出について

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○可決 全会派

12. 11 12. 11 市会22 文化庁の京都移転をはじ

めとする政府関係機関の

地方移転の実現による地

方創生の一層の推進を求

める意見書の提出につい

て

○ ○ ○ ○ ○ ○可決 × 自民，公明，

民主，京都，

維新，無

12. 11 12. 11 市会23 マイナンバー制度の円滑

な運営に係る財源確保

等，自治体の負担軽減を

求める意見書の提出につ

いて

○ ○ ○ ○ ○ ○可決 × 自民，公明，

京都，維新，

無

12. 11 12. 11 市会24 大学の機能強化を求める

意見書の提出について

○ ○ ○ ○ ○ ○可決 × 自民，公明，

京都，維新，

無

12. 11 12. 11 市会25 保育士等の確保対策を求

める決議について

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○可決 全会派

○ ○（ ×は議案に対する各会派の態度。 ＝賛成，×＝反対）
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2 市長提出議案

提出

月日

議決

月日

議案

番号
件   名

審議

結果

自

民

共

産

公

明

民

主

京

都

維

新

無
付 帯

決議等

11. 27 12. 11 議218 平成27年度京都市一般会

計補正予算

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○可決

11. 27 12. 11 議219 京都市執行機関の附属機

関の設置等に関する条例

の一部を改正する条例の

制定について

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○可決

11. 27 12. 11 議220 京都市農業委員会の選挙

による委員等に関する条

例の一部を改正する条例

の制定について

○ ○ ○ ○ ○ ○可決 ×

11. 27 12. 11 議221 京都市旅館業法に基づく

衛生に必要な措置及び構

造設備の基準等に関する

条例の一部を改正する条

例の制定について

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○可決

11. 27 12. 11 議222 京都市空き家の活用，適

正管理等に関する条例の

一部を改正する条例の制

定について

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○可決

11. 27 12. 11 議223 京都市都市公園条例の一

部を改正する条例の制定

について

○ ○ ○ ○ ○ ○可決 ×

11. 27 12. 11 議224 京都市南部クリーンセン

ター第二工場（ 仮称） 新

設工事（ 電気設備工事）

請負契約の締結について

○ ○ ○ ○ ○ ○可決 ×

11. 27 12. 11 議225 京都市南部クリーンセン

ター第二工場（ 仮称） 新

設工事（ 衛生設備工事）

請負契約の締結について

○ ○ ○ ○ ○ ○可決 ×

11. 27 12. 11 議226 京都市南部クリーンセン

ター第二工場（ 仮称） 新

設工事（ 空気調和設備工

事） 請負契約の締結につ

いて

○ ○ ○ ○ ○ ○可決 ×

11. 27 12. 11 議227 京都駅南口駅前広場整備

工事（ 道路改築工事） 請

負契約の締結について

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○可決

11. 27 12. 11 議228 京都市立太秦小学校増築

工事請負契約の締結につ

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○可決
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提出

月日

議決

月日

議案

番号
件   名

審議

結果

自

民

共

産

公

明

民

主

京

都

維

新

無
付 帯

決議等

いて

11. 27 12. 11 議229 指定管理者の指定につい

て（ 保健福祉局関係）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○可決

11. 27 12. 11 議230 指定管理者の指定につい

て（ 保健福祉局関係）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○可決

11. 27 12. 11 議231 指定管理者の指定につい

て（ 保健福祉局関係）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○可決

11. 27 12. 11 議232 指定管理者の指定につい

て（ 保健福祉局関係）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○可決

11. 27 12. 11 議233 指定管理者の指定につい

て（ 保健福祉局関係）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○可決

11. 27 12. 11 議234 指定管理者の指定につい

て（ 保健福祉局関係）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○可決

11. 27 12. 11 議235 指定管理者の指定につい

て（ 保健福祉局関係）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○可決

11. 27 12. 11 議236 指定管理者の指定につい

て（ 保健福祉局関係）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○可決

11. 27 12. 11 議237 指定管理者の指定につい

て（ 保健福祉局関係）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○可決

11. 27 12. 11 議238 指定管理者の指定につい

て（ 保健福祉局関係）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○可決

11. 27 12. 11 議239 指定管理者の指定につい

て（ 保健福祉局関係）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○可決

11. 27 12. 11 議240 指定管理者の指定につい

て（ 保健福祉局関係）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○可決

11. 27 12. 11 議241 指定管理者の指定につい

て（ 保健福祉局関係）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○可決

11. 27 12. 11 議242 市道路線の認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○について 可決

11. 27 12. 11 議243 市道路線の廃止 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○について 可決

11. 27 12. 11 議244 損害賠償の額の決定につ

いて

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○可決

11. 27 12. 11 議245 損害賠償の額の決定につ

いて

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○可決

11. 27 12. 11 議246 損害賠償の額の決定につ

いて

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○可決
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提出

月日

議決

月日

議案

番号
件   名

審議

結果

自

民

共

産

公

明

民

主

京

都

維

新

無
付 帯

決議等

11. 27 12. 11 議247 損害賠償の額の決定につ

いて

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○可決

11. 27 12. 11 議248 損害賠償の額の決定につ

いて

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○可決

11. 27 12. 11 議249 訴えの提起 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○について 可決

11. 27 12. 11 議250 訴えの提起 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○について 可決

11. 27 12. 11 議251 当せん金付証票の発売金

額について

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○可決

11. 27 12. 11 議252 町の区域の変更 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○について 可決

○ ○（ ×は議案に対する各会派の態度。 ＝賛成，×＝反対）
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■ 意見書・ 決議

1 ブラッドパッチ療法の保険適用及び脳脊髄液減少症の治療推進を求める意見

書

（ 12月11日可決，全会派共同提案）

2 文化庁の京都移転をはじめとする政府関係機関の地方移転の実現による地方

創生の一層の推進を求める意見書

（ 12月11日可決， 自民，公明， 民主，京都，維新，無共同提案）

3 マイナンバー制度の円滑な運営に係る財源確保等，自治体の負担軽減を求める

意見書

（ 12月11日可決， 自民，公明， 京都， 維新，無共同提案）

4 大学の機能強化を求める意見書

（ 12月11日可決， 自民，公明， 京都， 維新，無共同提案）

5 保育士等の確保対策を求める決議

（ 12月11日可決，全会派共同提案）



- 43 -

市会議第２ １ 号

ブラッ ドパッチ療法の保険適用及び脳脊髄液減少症の治療推進を求める意見書の提

出について

ブラッ ド パッチ療法の保険適用及び脳脊髄液減少症の治療推進を求める意見書を次のとおり

提出する。

平成２ ７ 年１ ２ 月１ １ 日提出

提出者 市 会 議 員 全 員

                             平成  年  月  日

衆議院議長， 参議院議長， 内閣総理大臣，

総務大臣， 厚生労働大臣 宛て

                           京 都 市 会 議 長 名

ブラッ ドパッチ療法の保険適用及び脳脊髄液減少症の治療推進を求める意見書

脳脊髄液減少症は，交通事故，スポーツ外傷等，身体への強い衝撃により ，脳脊髄液が漏れ，

頭痛， めまい， 吐き気， けん怠感等の様々な症状が発症する病気である。 その症状は， 外見的

には見えないため， 医療現場や交通事故時の保険関係者の無理解に， 患者及び家族の肉体的，

精神的な苦痛は， 計り知れないものがある。

国は，平成１ ９ 年に厚生労働省研究班を立ち上げ，平成２ ３ 年には脳脊髄液減少症の一部で

ある「 脳脊髄液漏出症」 の診断基準が定められた。 また， 平成２ ４ 年にはブラッ ド パッチ療法

が「 先進医療」 として承認され， 平成２ ６ 年１ 月に行われた先進医療会議においては， ブラッ

ド パッチ治療の有効率は８ ２ パーセント （ ５ ２ ７ 件中４ ３ ２ 例が有効） と報告されたところで

ある。 さらに，「 外傷を機に発生する， 脳脊髄液の漏れ」 の診断基準の研究がなされており，

ブラッ ドパッチ療法の保険適用が切に望まれる。

よって国におかれては， 下記の事項について， 早期に実現されるよう 強く 要望する。

記

１ 脳脊髄液減少症の治療法であるブラッ ドパッチ療法（ 硬膜外自家血注入療法） を保険適用

とすること。

２ 厚生労働省の研究事業において， １ ８ 歳未満の症例を加えること。

３ 脳脊髄液減少症の早期発見・ 早期治療のため，医療関係機関への情報提供を徹底すること 。

以上， 地方自治法第９ ９ 条の規定により意見書を提出する。
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市会議第２ ２ 号

文化庁の京都移転をはじめとする政府関係機関の地方移転の実現による地方創生の

一層の推進を求める意見書の提出について

文化庁の京都移転をはじめとする政府関係機関の地方移転の実現による地方創生の一層の推

進を求める意見書を次のとおり提出する。

平成２ ７ 年１ ２ 月１ １ 日提出

                  提出者  市会議員 井上 与一郎 ほか４ ８ 名

                       自民党市議団， 公明党市議団 ，

民主・ 都みら い， 京都党市議団，

                       京都維新の会市議団， 無所属

平成  年  月  日

衆議院議長， 参議院議長， 内閣総理大臣，

総務大臣， 文部科学大臣，

地方創生担当大臣， 文化庁長官 宛て

京 都 市 会 議 長 名

文化庁の京都移転をはじめとする政府関係機関の地方移転の実現による地方創生

の一層の推進を求める意見書

戦後の日本では， 政治・ 経済の中心である東京に， 人口や本社機能などが一極集中してきた

が， 社会全体が成熟化する中， 我が国は， 地方における人口急減・ 超高齢化という 大 きな課題

に直面している。

これを受けて国では， 地方がそれぞれの特徴をいかして魅力ある社会を築き， それを国の発

展につなげていく 「 地方創生」 を推進している。

この取組の目玉として，平成２ ７ 年３ 月に，政府関係機関の地方移転に取り組むことを掲げ，

「 文化首都」 を目指す京都の文化庁移転の提案を含め， 地方からは， ４ ２ の道府県が合計６ ９

機関の提案を出しており ， 国の有識者会議などにおいて議論されている。

政府関係機関の地方移転には，地方創生の取組の起爆剤として大いに期待が寄せられている

が，一部報道等からは移転するメ リ ッ ト よりも東京圏を離れるデメ リ ッ ト が強調されるなどの

消極的な姿勢が， 多く の提案自治体から疑問視されている。

現状の東京圏への集積を前提とした議論の中では，一定のデメ リ ッ ト はあったとしても， 政

府関係機関の地方移転の目的である東京一極集中の是正， 地方創生の観点を踏まえれば， 日本

の将来のために是非とも実現すべき施策である。

よって国におかれては， 地方創生の意義を踏まえ， 文化庁の京都移転をはじめ， 政府関係機

関の地方移転の実現による地方創生を一層強力に推進するよう 求める。

以上， 地方自治法第９ ９ 条の規定により意見書を提出する。
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市会議第２ ３ 号

マイナンバー制度の円滑な運営に係る財源確保等， 自治体の負担軽減を求める意見

書の提出について

マイナンバー制度の円滑な運営に係る財源確保等， 自治体の負担軽減を求める意見書を次の

とおり提出する。

平成２ ７ 年１ ２ 月１ １ 日提出

提出者 市会議員 井上 与一郎 ほか４ １ 名

自民党市議団， 公明党市議団 ，

京都党市議団， 京都維新の会市議団，

                       無所属

平成 年 月 日

衆議院議長， 参議院議長， 内閣総理大臣，

総務大臣， 財務大臣 宛て

京 都 市 会 議 長 名

マイナンバー制度の円滑な運営に係る財源確保等， 自治体の負担軽減を求める

意見書

マイナンバー（ 社会保障・ 税番号） 制度の導入に伴い， 市町村には， 通知カード ・ 個人番号

カード の交付について対応するよう求められている。直接のカード 交付経費である地方公共団

体情報システム機構への交付金については，平成２ ７ 年度は国庫補助（ 個人番号カード交付事

業費補助金・ 補助率１ ０ ／１ ０ ） が措置される一方， 市町村のカード交付事務に係る経費につ

いては， 個人番号カード事務費補助金が措置される。

しかし， これは，国が平成２ ７ 年度に予算化した４ ０ 億円を， 市町村の人口比で按分した額

によって交付申請を行う こととされ，本来全額が国庫負担であるべきところ， 非常に低い補助

上限額となっており ， おのずと市町村は財源負担を強いられることとなっている。

また， 平成２ ８ 年度以降についても， 個人番号カード は相当数の交付が見込まれるが，現時

点では， これらに対して十分な補助金額が確保されるのか明確ではない。

よって国におかれては，自治体負担の軽減のため，下記の事項について適切な措置を講じら

れるよう要望する。

記

１ 平成２ ８ 年度以降についても，地方公共団体情報システム機構に支払う交付金全額を国の

負担とし， 充分な予算措置をすること。

２ 同様に， 円滑な個人番号カード交付事務を行うため，事務処理に必要な人員の確保やシス

テム整備経費など， 全額を国の負担とし， 充分な予算措置を行う こと。

３ 地方自治体の予算編成等に支障が出ないよう ， 補助金交付やシステム改修フローなど， 円

滑な制度導入の準備のために必須の情報を適時適切に提供すること。

４ マイナンバー制度のスムーズな導入に向けて，地方自治体職員や地域の事業者に対する研
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修用ガイド ブックの作成， 研修会の開催など， 十分な支援を実施すること。

５ 配達することができなかった簡易書留郵便（ マイナンバー通知） の受取人の所在調査に要

する経費の負担軽減を図ること。

６ マイナンバー制度導入時の混乱に乗じた詐欺の防止や，個人番号カードの円滑な交付の推

進のための周知広報に対する支援を実施すること。

以上， 地方自治法第９ ９ 条の規定により意見書を提出する。



- 47 -

市会議第２ ４ 号

大学の機能強化を求める意見書の提出について

大学の機能強化を求める意見書を次のとおり提出する。

平成２ ７ 年１ ２ 月１ １ 日提出

提出者  市会議員 井上 与一郎 ほか４ １ 名

自民党市議団， 公明党市議団 ，

                       京都党市議団， 京都維新の会市議団，

                       無所属

                             平成 年  月  日

衆議院議長， 参議院議長， 内閣総理大臣，

総務大臣， 財務大臣， 文部科学大臣，

地方創生担当大臣 宛て

                           京 都 市 会 議 長 名

大学の機能強化を求める意見書

地方創生に向けた政府の総合戦略において，地方大学の果たす役割は重視されており ，特に，

「 地域ニーズに対応した人材育成」 や「 地方課題の解決への貢献」，「 地元企業への就職率の向

上・ 地元への若者の定着」 など， これまで以上の取組が期待されている。

しかし， 国立大学法人運営費交付金は年々削減され， 教育の質の低下や将来的な学生定員数

の削減につながりかねない状況にあり， 私立大学においても， 少子化の進行による定員充足率

の低下や私学助成の減額によって， 大学経営そのものに大きな影響を与えている。

１ ８ 歳人口の減少や首都圏への学生集中が続く 中， ３ ８ の大学が集積する京都市において

も， ４ 割以上の大学で定員割れになるなど， 大学を取り巻く 環境は厳しいものとなっている。

地方創生に向け，地域と大学がこれまで以上に積極的に取り組もう とする中， 若者の地元定

着や， 地域のニーズに対応した人材育成などに大きな影響が出てく ることが懸念される。

よって国におかれては， 下記の事項について推進するよう 強く 求める。

記

１ 知の拠点である大学を「 地方創生の拠点」 として位置付け，地域の産業振興・ 雇用創出に

資する研究開発， 若者の地元定着や地域人材の育成につながる教育など，地方創生に貢献す

る取組に対して支援を図ること。

２ 地域ニーズに即した人材育成や技術開発をはじめ，地域課題の解決に向けた地元自治体や

産業界等と連携した取組に対して支援の充実を図ること。

３ 各地域の若者が一定水準の専門知識を習得することができるよう ，教育の質の確保を図る

とともに， 大学で学ぶ学生の定員確保のため，その基盤となる国立大学法人運営費交付金の

充実及び私立大学に対する私学助成の拡充を図ること。

以上， 地方自治法第９ ９ 条の規定により意見書を提出する。
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市会議第２ ５ 号

保育士等の確保対策を求める決議について

保育士等の確保対策を求める決議を次のとおり 提出する。

平成２ ７ 年１ ２ 月１ １ 日提出

提出者 市 会 議 員 全 員

保育士等の確保対策を求める決議

就業形態の多様化による社会の変化に伴い， 保育園（ 所） 入園希望者の増加や， 育児相談を

はじめとする地域子育て支援など， 多様なニーズに応える 保育園（ 所） の役割は年々大きく な

っている。 本市においては， 国基準の２ 年連続待機児童ゼロを達成しているものの， 希望 者全

てが入園することができるために， 地域によっては保育施設の増設や定員増が求められてい

る。

一方，「 新規採用の募集をしても応募がない」，「 資格は持っていても 保育園（ 所） に就職し

ない」，「 新規採用された職員が早期退職する」 など， 保育現場での保育者不足は深刻な問題と

なっている。

職員を確保することができないために，障がいのある子どもや年度途中の入園ができない 保

育園（ 所） があるなどの実態は， 保育者の確保なしには多く の入園希望に応えることができな

いことを示している。

平成２ ５ 年に厚生労働省が行った「 保育士資格を有しながら保育士としての就職を希望しな

い求職者に対する意識調査」 では， 保育士への就業を希望しない理由は「 賃金が希望と合わな

い」 が第１ 位で， この問題等が「 解消された場合， 就職を希望する」 は６ ３ パーセント を超え

ている。 給与引上げなど， 業務責任の重さに見合った処遇の改善なしには保育者不足が解決し

ないことは明らかである。

また， 保育現場では， 発達の著しい１ 歳児への支援， 増えている発達に課題のある子どもや

アレルギー児への対応， さらには保護者と地域の子育て支援等に応えるための研修の充実をは

じめとする質の向上が求められており ， 職員の安定した継続確保は急務である。

よって京都市においては，保育に関わる職員の専門職にふさわしい処遇の改善も含め，多様

な保育人材の確保策を早急に講じるよう 求める。

以上， 決議する。

    年  月  日

  京 都 市 会  
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■ 請願審査結果

（ 平成27年12月11日現在）

経済総務委員会

受理番号 件名 受理年月日 処理結果

4 マイナンバー制度実施の延期及び廃止の要請 27. 9. 29 27. 12. 11不採択

9 学費・ 奨学金の負担軽減と若者雇用の改善 27. 11. 27 27. 12. 11継続審査

18
行政書士法の遵守及び本人確認の徹底等によ

る窓口業務の適正化
27. 12. 8 27. 12. 11継続審査

く らし環境委員会

受理番号 件名 受理年月日 処理結果

6 電気料金値上げ問題に関する説明会の実施 27. 9. 29 27. 11. 27取下げ（ 陳情に変更）

教育福祉委員会

受理番号 件名 受理年月日 処理結果

2， 3 生活保護法による住宅扶助限度額引下げ撤回の要請等 27. 7. 6 27. 12. 11継続審査

7 福祉施策改善の要請等 27. 9. 29 27. 12. 11継続審査

10， 11 敬老乗車証の使用区間の拡大 27. 11. 27 27. 12. 11継続審査

12 保育・ 学童保育制度の充実 27. 11. 27 27. 12. 11継続審査

13 全員制の中学校給食の実施 27. 11. 27 27. 12. 11継続審査

まちづく り委員会

受理番号 件名 受理年月日 処理結果

8 市営住宅の浴槽の修繕 27. 11. 20 27. 12. 11継続審査

14， 15 市営住宅の浴室の改修 27. 11. 27 27. 12. 11継続審査

16 エレベーターホールのバリアフリー化 27. 11. 27 27. 12. 11継続審査

17 団地内敷地のバリアフリー化 27. 11. 27 27. 12. 11継続審査

19 マンショ ン建設の指導（ 上京区塔之段） 27. 12. 8 27. 12. 11継続審査
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（ 平成27年12月11日現在）

区 分

受 理 件 数 処 理 件 数

継続

陳

情

受

理

件

数

繰越し 新 計 採択 不採択
審議

未了
取下げ 計

経済総務委員会 1 2 3 0 1 0 0 1 2 1

く らし環境委員会 1 0 1 0 0 0 1 1 0 1

教育福祉委員会 3 4 7 0 0 0 0 0 7 1

まちづくり委員会 0 6 6 0 0 0 0 0 6 0

交通水道消防委員会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 5 12 17 0 1 0 1 2 15 3

■ 請願等受理及び処理件数一覧
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■ 特記事項

親子ふれあい議場見学会を開催

11月3日，小学4~6年生の児童と保護者の方を対象に｢京都市会 親子ふれあい議場見

学会｣を開催した。当日は， 47組( 115名)の児童と保護者が参加し， 市会議場などを見

学しながら， 市会の仕組みや役割を学んだ。

大学生と市会改革推進委員による意見交換会を開催

12月6日に，公益財団法人大学コンソーシアム京都が主催する「 第11回京都から発信

する政策研究交流大会」 で行われた学生企画において，学生の皆様56名と市会改革推

進委員9名によるグループディ スカッショ ンを実施した。当日は，「 若者の政治参加を

考える」 をテーマに意見交換を行った後， グループごとに意見を発表した。

大規模災害を想定した初動対応訓練を実施

1月15日に， 平成27年3月に策定した「 京都市会大規模災害対応指針」 に基づき，大

規模災害を想定した初動対応訓練を，京都市会として初めて実施した。訓練では，市

会改革推進委員会の会議中に大規模地震が発生したとの想定のもと， 机の下に入るな

ど身を守る行動と， 会議室から市役所前広場までの避難を行った。
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